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大学の社会貢献に関する調査研究1）

――国内大学の地域研究機関の社会的役割を中心として――

広島大学経済学部教授　　　　

地域経済システム研究センター長　　戸　田　常　一 †

呉大学社会情報学部助教授 平　尾　元　彦

要　旨
　研究・教育に続く、大学における第三の役割としての「社会貢献」が注目を集めるなか、わが国にお

いては学内に「地域研究機関」を設置し、地域社会との関わりを強化する動きがみられる。本研究は、

これら研究機関の活動内容、地域社会との連携実態、地域の支援・サポート体制をアンケート調査・ヒ

ヤリング調査に基づき整理し、大学の社会貢献の観点から、とくに人文・社会科学系を中心とする地域

研究機関の課題と方向性を検討するものである。主要な課題として、（1）「地域研究」と「産学共同」は
地域研究機関の中心的機能であるが、社会貢献の枠組みにおいて両機能は融合化する方向にあり、文理

融合・産学連携による新分野へのチャレンジは地域研究機関の重要な課題である。（2）“地域の研究力”
が問われる時代において、大学が自らの研究力を高めていくとともに、地域が大学を支援する仕組みを

含めた新たな地域システムの構築が求められる、などの点を指摘する。
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１．はじめに

　日本経済を取り巻く厳しい環境、また、高齢社

会とグローバル社会の到来、地域の自立的発展が

求められるなかで、地域社会の持続的な発展を支

える機能として、大学など高等教育機関に大きな

期待が寄せられている。こうした地域の要請に応

えるかたちで、大学では地域社会との連携や社会

貢献のあり方が検討されてきた。すでにいくつか

の大学で学内に「地域研究機関」が設置され、大

学の知的資源の活用から地域課題の調査・提言ま

で、様々な形態による社会貢献活動が展開されて

いる。

　本調査研究はこのような問題認識のもと、大学

に設置される地域研究機関（以下、「大学・地域研

究機関」と表す）が大学の社会貢献のために果た

すべき役割と課題を明らかにすることを目的と

し、2000～2001年度に国内・国外の大学・地域研
究機関を対象として調査を実施した。なお、本調

査研究は、1998年度に実施した『大学の社会貢献
に関する実態調査－地域経済研究機関の社会的役

割を中心として－』（研究代表者：戸田常一，文部

省科学研究費助成・萌芽的研究）の成果（戸田・

1）本稿は、平成12・13年度文部科学省科学研究費補助
金（基盤研究（B）（2）：課題番号12430010）による
研究成果報告書『大学の社会貢献に関する調査研究－
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－』（研究代表者：戸田常一，2002年３月）における
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平尾［2000］参照）を踏まえて行うもので、次の
２点を新たなねらいとしている。

（1）　国内の大学・地域研究機関の調査とともに、
欧米とアジアを中心とした国外における特徴的

な大学・地域研究機関を比較対照として精査

し、それによってわが国における大学・地域研

究機関の役割と課題を検討する。

（2）　上記の萌芽的研究では地域経済研究機関に対
象を限定したが、この度の調査においては、人

文・社会科学系の研究者が中心となっている地

域研究機関だけでなく、国立大学の共同研究セ

ンターに代表される理工系研究者が中心となっ

て支えられている地域研究機関を一括して調査

し、相互の比較とともに、文理融合の可能性を

探る。

　本稿は、この調査研究のなかから、大学におけ

る地域研究機関の社会的役割を論じた後、日本国

内の大学の現状と課題についてのアンケート調査

とヒヤリング調査を中心に、一部に国外調査の成

果を踏まえて再構成するものである。全体調査の

内容については、上記報告書を参照していただき

たい。

２．大学の社会貢献と地域研究機関

　国立大学の独立行政法人化を目前に控え、これ

からの大学の姿や社会における大学の役割が各方

面で検討されている。大学に付随した固有の特徴

として、真理の追究としての学問の自由とその実

践のための自治制度が指摘できる。そこにおいて

は、知識の生産としての研究とその蓄積ととも

に、成果の伝承・普及としての教育が行われ、そ

して、これらの研究や教育遂行の結果として社会

に様々な貢献が行われてきた。これまで大学は、

研究と教育の二つの機能が本来的な役割と認識さ

れ、その実施が社会との一定の関係のもとで行わ

れてきたために、社会に一定の影響を及ぼしたと

考えられる。しかし、最近では、産官学の連携が

唱われ、大学の社会貢献のあり方が大きく問われ

ている。すなわち、大学による社会貢献が、研

究、教育に続く、第三の役割として位置づけられ

るようになってきた。これは、大学と社会の両者

の事情変化から説明することができる。

　大学の事情変化としては、少子化による入学者

数の減少や、国家財政の逼迫から予想される財政

収入の減少、国立大学における独立行政法人化を

契機とする大学間競争時代の到来、それに備えた

第三者評価の実施等が指摘できる。大学において

は、自主財源の確保のための産学連携や、大学の

社会的評価に備えた社会貢献活動を重視する傾向

にある。

　地域社会の事情変化としては、低迷する地域経

済の中での地域産業の振興や企業成長をねらいと

した国や地方自治体、民間企業による技術シーズ

や人材を求めた大学への歩み寄り、混迷する地域

社会において生じる様々な社会問題や教育問題へ

の知恵と人材の提供、流動化した雇用市場におい

て社会人のブラッシュアップ・サービス提供への

期待などが顕著になりつつある。

　このような両者の事情変化に伴って、大学によ

る社会貢献がクローズアップされてきた。大学の

社会貢献の形態は、大きくは図１に示すように

「創業型」と「支援型」の２つに分けて考えること

ができる。

　創業型の社会貢献は、わが国の国立大学に設置

される共同研究センターのように、大学がもつ技

術シーズや人材、研究開発機能やビジネスのノウ

ハウを生かして新規事業の創出や既存事業の展開

を図り、地域産業への貢献を進めることに相当す

る。このタイプでは、大学主導での起業化や民間

企業との共同研究・受託研究を行うことにより、

大学経営のための外部資金確保にも貢献してき

た。

　このタイプの社会貢献活動は、これまで理工系

を中心とする研究部門によって主体的に取り組ま

れてきたが、最近では、小樽商科大学ビジネス創

造センターや滋賀大学産業共同研究センターな

ど、人文・社会科学系を中心とした創業型社会貢

献のための研究機関も活動をはじめている。外国

の例として、英国・サセックス大学の The Sussex
Innovation Center を紹介したい。同センターにお
いては創業企業を受け入れ（2000年４月時点24
社）、一定の賃貸料を受け取るほか、インキュベー

ションおよび事業化の目的に沿ってプロジェクト

受託、コンサルタント活動、技術シンポジウム、

イベントを開催するとともに、企業庁と協力しな
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がら創業者に必要な支援を提供している。こうし

た新たな産業創造に向けての総合的なサービス提

供も創業型社会貢献のひとつの形である。

　一方、支援型の社会貢献は、地域社会が直面す

る社会問題、経済問題、環境問題、教育問題など

の多様な問題について、大学が有する人材（専門

家としての教員や学生）や知的資源を生かして調

査研究を行い、問題解決のための知恵を地域社会

に提供するものである。問題の内容によっては、

市民や自治体、民間企業との共同研究の体制を構

築し、その実践のために協議会のようなネット

ワーク形成に貢献すること、また、地域社会と大

学との協働も必要となる。

　支援型の活動事例として、茨城大学地域総合研

究所は、日立未来研究会・鹿島未来研究会などの

研究会方式で、地元の方々と大学教員との地域問

題に関する議論を深め、住民の活動を支援する取

り組みを進めている。日本最大の汽水域（中海お

よび宍道湖）を調査・研究のフィールドとして世

界に研究情報を発信する島根大学汽水域研究セン

ターや、研究活動を通じて地域の国際化を支援す

る鳥取女子短期大学北東アジア文化総合研究所、

地域の情報化支援・観光支援を行うとともに、ま

ちづくりのパートナーとして活動する別府大学地

図１　大学の社会貢献に関する構図
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域社会研究センターなどが、このタイプの社会貢

献を実施する機関にあげられる。

　外国の例をひとつあげると、オーストラリア・

クイーンズランド大学に1999年４月に設置された
Community Service and Research Center があ
る。同センターは、社会科学系の教官１名から活

動を開始したものであるが、３年で８名のフルタ

イム職員を置き、25名の地域ボランティアで活動
を行っている。事業基金も100万ドルに達し、地
域の180機関、地域関係者650人と共に活動するま
でになった。キャンパスのある Ipswich 市やボラ
ンティアと大学の教員・学生が一体となって、青

少年の家庭問題, 地域 IT 教育、健康・環境問題,
ホームレス問題などをプロジェクト化し、研究課

題として取り組む。活動資金は自治体、寄附金、

大学研究費などを集めて運営している。目標とす

るところは  learning community づくりであり、
高度に展開している産官学連携の分野がカバーで

きない地域固有の問題に取り組むことで社会貢献

を果たしている。

　以下では、大学・地域研究機関の実態を取りま

とめるが、ここで対象とする「地域研究機関」と

いう用語は、創業型と支援型の両タイプの社会貢

献を実施する研究機関を含む広義の意味をもって

いる。すなわち、これらのタイプを区別せずに、

すべての研究機関を対象としたアンケート調査と

ヒヤリング調査の結果をもとに整理する。ただし

国内調査においては、国立大学の共同研究セン

ターとその他の地域研究機関の特徴を比較分析す

るため、前者には「共同研究センター」、後者には

狭義の意味で「地域研究機関」の用語を用いる。

３．地域研究機関の活動実態
～アンケート調査に基づく活動概況

（1） 調査の概要
　地域研究機関とは、「大学の立地する地域におけ

る地域的諸課題に対する研究に取り組む学内の研

究機関であり、地域の環境問題や地場産業の技術

支援など、地域社会との連携のもとでの研究実績

のある機関を含むもの」と定義し、当該機関をリ

ストアップしたところ、173機関（国立大学65機
関、公立大学13機関、私立大学83機関、短期大学
12機関）が対象となった。なお、国立大学の共同

研究センターについては、旧帝国大学など14機関
を除いた48センターを対象としている。アンケー
ト調査は、上記173機関を対象として2000年秋に
郵送にて実施し、120機関から回答を得た。回収
率は69.4％である。
　以下の分析では、国立大学の共同研究センター

を除いた調査対象機関を狭義の地域研究機関とし

（以下、単に「地域研究機関」と記述する）、必要

に応じて共同研究センターとの比較を行いつつ、

その特徴を明らかにする。なお、小樽商科大学ビ

ジネス創造センターは共同研究センターではある

が、設立の経緯から地域研究機関に分類する2）。

研究機関は以下のように分類される。

■　全機関　　　　　　　　　　　　 120機関
■　共同研究センター（国立大学）　　38機関
■　地域研究機関　　　　　　　　　　82機関
　　　　国公立大学　　　　　　　　　23機関

小樽商科大学ビジネス創造センター

および公立短期大学２機関を含む

　　　　　私立大学　　　　　　　　　　59機関
私立短期大学７機関を含む

（2） 設立の経緯と研究機関の目的
　地域研究機関には、歴史の古いものもあれば、

近年の地域社会からの要請にこたえる形で設立さ

れたところもある。図２は、今回のアンケート調

査回答機関の設立年をみたものであり、これによ

ると全体の59.2％が90年代以降の設立であること
がわかる。1987年度から設置がはじまった国立大
学の共同研究センターを除いた地域研究機関のみ

でみても48.2％が90年代以降の設立で、80年代以
降に設立されたものが約７割を占める。もちろん

これには、経済研究所を前身とする小樽商科大学

ビジネス創造センター（1999年設置）や、経済学
部の学内措置であった日本海経済研究所を全学共

同利用施設として改組転換した富山大学環日本海

地域研究センター（1997年設置）、商学部附属経

2）　福島大学地域研究センターは、2001年４月に省令
施設である地域創造支援センターに改組された。ま

た、滋賀大学産業共同研究センターは、2001年４月に
省令施設となった。この２機関は、アンケート実施時

は改組前であったため旧センターの回答として地域研

究機関に分類する
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営研究所を母体とする岡山商科大学社会総合研究

所（1999年設置）など、歴史ある研究機関を大学
の変革および時代の要請から発展的に改組・転換

を図る研究機関も含まれる。一方で、大学開学と

同時に設置された高松大学地域経済情報研究所

（1996年設置）、大学の新しい方向性を明確にす
るために設置された大分大学福祉科学研究セン

ター（1998年設置）など、近年の大学改革に呼応
した新しい研究機関も多い。

冊をはじめ、愛知以西の地域開発・地域経済に関

する図書・定期刊行物などをそろえ、研究利用に

供している。また、福島大学地域研究センター

（2001年に地域創造支援センターへ改組）は、
1921年設立の東北経済研究所を引き継ぎ、東北地
方を中心に資料４万点を整理する。こうした研究

蓄積を共有の財産として、地域研究の拠点として

の役割を担っている。

　こうした役割に加えて、大学研究者の共同研究

の場としての位置づけを有する機関も多い。学内

あるいは学外との共同研究のための研究費の確保

など、研究プロジェクトを円滑に実行するための

役割をもつ。もともと人文・社会科学系では、

個々の研究者による地域調査の実施や資料収集の

活動が、費用の面で困難となることも少なくな

い。そこに一定の研究費を確保・重点配分し、地

域研究推進の役割を担うための研究機関の必要性

がある。このなかには、下関市立大学附属産業文

化研究所や鹿児島県立短期大学地域研究所のよう

に、教員の共同研究の場として任意組織で発足

し、その後これまでの成果をさらに発展させるべ

く正式の研究機関となった例もある。

　このほか地域的な研究課題への研究活動の強化

を目的とした機関として、富山大学環日本海地域

研究センター、島根大学汽水域研究センター、就

実女子大学吉備地方文化研究所などがある。研究

対象を組織名として明示することで、大学として

の戦略的研究課題を明確化し、そのセンター機能

をめざす意味を持つものである。

　第二のタイプの地域研究機関は、大学の地域貢

献を具体化したものとして設置され、地域社会と

の連携を主たる目的とする。1987年度から「大学
と社会との連携・協力の窓口」として設置がはじ

まった国立大学の共同研究センターはこの代表例

である。とくに地方圏の大学の多くは地域共同研

究センターと名づけられ、地域社会との連携・協

力の役割を担うセンターとして設置されてきた。

さらに、近年設立された地方大学には、なんらか

の形で地元からの支援を受けて開学したところが

多い。このため地域に見える形で大学が社会に貢

献することが求められてきた。そのひとつの形態

としての研究機関であり、地域連携を重視する大

学の意思表示でもある。新潟経営大学地域活性化

研究所はこうした使命のもとに1998年に設立さ

図２　設置年代別研究機関数

　地域研究機関を、設立の経緯・目的から分類す

ると、おおむね、①大学研究者の研究活動支援の

場として設立されたもの、②大学の地域貢献を具

体化したものの２タイプに整理することができる

だろう。

　第一の大学研究者の研究活動支援の場としての

地域研究機関には、資料の収集・整理、共同研究

実行の役割を持つところが多い。前者は、研究者

が共同で利用する資料蓄積が設立時の主な役割で

あり、とくに地域関係資料は、人文・社会科学系

学部が独自に、あるいは共同で収集・管理する必

要があった。広く地域資料を蓄積し、その活用を

通じて地域研究の発展に貢献する機能をもつ。こ

のタイプの代表的機関である大分大学経済学部経

済研究所（2002年より大分大学コミュニティ総合
研究センター）は、学部の前身である旧大分高等

商業学校の創設（大正11年）と同時に発足した歴
史ある研究所である。戦前期経済関係資料約４万



―― 94

れ、地域産業の振興など地域活性化のための研究

を推進する。青森公立大学も同様に、地元の支援

で設立された経緯を受けて98年に地域研究セン
ターを設立した。青森地域の研究プロジェクトを

推進している。

　地域社会への窓口を明確化することは、地域と

の連携を強化するために重要なポイントである。

国立大学の共同研究センターをはじめ、相談窓口

の一本化と外部から可視できる組織として設置さ

れた東北芸術工科大学総合研究センターなど、地

域研究機関においてこうした窓口としての役割を

対外的に打ち出す機能を持つところもある。

　さらに近年では、大学院教育を推進する機関の

ひとつとしての新たな役割を地域研究機関が担う

ところもあらわれている。

（3） 研究スタッフ
　地域研究機関には研究員が配置され、研究の推

進と研究機関の運営にあたる。しかし、研究機関

には専任の研究スタッフがいないところが多く、

このことが運営の課題となっている。とくに各研

究機関とも地域社会との研究交流を図り、共同研

究・受託研究の実施などで地域の要請に応えたい

という方向性はあるものの、「兼任のセンター長に

大きな負担がかかり現在以上に活動を拡大するこ

とは困難である」、「受託研究をしてほしいとの要

望はあるが、専任研究員がいないので契約上の責

任がもてない」などの意見もあり、専任研究員が

いないために活動が十分にできないとするところ

も少なくない。今回のアンケート調査によると、

地域研究機関の一機関平均研究員は25.5人ではあ
るが、このうち専任研究員は3.0人にとどまり、専
任研究員を１名以上配置する機関は全体の34.1％
にすぎない。国立大学の共同研究センターはすべ

ての機関で専任教員を配置するのに対して、地域

研究機関の多くは学部に所属する教員の兼務で運

営されているのが現状である。

　研究機関の事務職員は、全機関平均で2.5人、う
ち常勤職員が1.4人、非常勤ほか（臨時・ボラン
ティアなど）が0.6人である。地域研究機関の平均
は2.7人。事務職員がいない組織も10機関（12.2
％）存在する。

　次に、研究活動に参加する研究者の属性をみる

と、学内研究者の分野としては、地域研究機関の

57.0％が人文・社会科学系のみ、人文・社会科学
系、理工系両方の研究者が参加する機関は39.2％
である（表２）。共同研究センターでは、両分野の

参画のある機関が62.2％にのぼるのに対して、地
域研究機関の約半数は、人文・社会科学系のみの

学内研究員で構成される。また、研究機関には、

客員研究員・特別研究員等の名称で、学外の研究

者の参加を求めるところも多い。地域研究機関の

45.6％には他大学の研究者が研究活動に参加して
おり、これは共同研究センターの16.2％を上回
る。これに対して、民間・行政からの研究活動参

加のある機関は、地域研究機関の41.8％にとどま
り、共同研究センターの89.2％を大きく下回って
いる。

（4） 研究活動費
　研究活動費について、この質問に回答のあった

98機関のうち、ほとんどの機関で「学内経費」が
投入されているほか、「文部省等の助成研究」を

受け入れる機関が30.6％ある（表３）。この両者
以外を外部資金と位置づけると、外部資金を導入

する機関は全体で41.8％であり、共同研究セン
ターの66.7％、地域研究機関の30.9％が受け入れ
ている。地域研究機関のなかで国公立大学が52.6
％であるのに対して、私立大学は24.5％で多くな
い。このうち「受託研究による外部からの調達」

のある機関は、共同研究センターの26.7％、地域
研究機関の26.5％でほぼ同率なのに対して、「寄
附による外部からの調達」、「外部機関における

共同研究費の導入」は、地域研究機関では両者と

表１　研究員・職員の一機関平均人数
単位：人

全機関 共同研究 地域研究
センター 　機関 国公立 私立

回答機関数 120 38 82 23 59

研究員　計 19.4 6.2 25.5 25.0 25.7
　　専　任 2.5 1.3 3.0 2.4 3.3
　　兼　任 12.6 1.8 17.7 17.3 17.8
　　その他 4.3 3.2 4.8 5.3 4.6

職　員　計 2.5 2.0 2.7 2.0 2.9
　　常　勤 1.4 0.6 1.7 1.4 1.8
　　非常勤 0.6 0.9 0.5 0.4 0.5
　　その他 0.5 0.5 0.5 0.2 0.6
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もに7.4％にすぎず、共同研究センター（それぞれ
43.3％，36.7％）に比べて少ない。
　大学の研究機関には、その目的とする研究を推

進するという機能とともに、学外との共同研究・

受託研究、あるいは寄附などによる外部研究資金

の受け入れ窓口としての期待も大きい。しかし、

共同研究センターで外部資金の割合が５割を超え

るのは５機関（17.9％）、１割を超えるのは19機関
（67.9％）であるのに対し、地域研究機関で外部資
金５割を超えるのは５機関（7.1％）、１割を超え
るのは17機関（24.3％）に過ぎない。自治体から
の委託調査を継続的に実施し、年間予算の多くを

これらの外部資金で活動を行う産能大学地域環境

研究所や、受託研究に積極的に取り組む釧路公立

大学地域経済研究センターなど、研究資金の過半

を受託研究で確保する大学も一部にあるが、地域

研究機関の大部分は学内の研究費による活動にと

どまるのが現状であり、外部資金の導入・研究資

金の多様化が課題となっている。

（5） 研究機関の役割
　アンケートでは、研究機関の現在の役割、およ

び、将来担っていくべき役割を質問した（複数回

答）。国立大学の共同研究センターでは、「産官学

共同研究の推進」を現在の役割とする機関が89.5
％と最も多く、「大学としての総合的窓口機能・

サービス機能」（73.7％）がこれに続く（表４）。
地域研究機関では、「研究機関独自のテーマによる

地域研究の推進」をあげる機関が75.6％にのぼ
り、「学内共同研究の推進」が68.3％となってい
る。地域研究機関のうち国公立および私立で相違

が大きいのは、「受託研究の推進」、「他大学との共

表２　研究活動に参加する研究者の属性別研究機関数

全機関 共同研究 地域研究
センター 機関 国公立 私立

回答機関数 116 100％ 37 100％ 79 100％ 21 100％ 58 100％

学内　人文・社会科学系研究者のみ 45 38.8％ 0 0.0％ 45 57.0％ 11 52.4％ 34 58.6％
　　理工系研究者のみ 13 11.2％ 11 29.7％ 2 2.5％ 0 0.0％ 2 3.4％
　　両方参加 56 48.3％ 23 62.2％ 31 39.2％ 9 42.9％ 22 37.9％

他大学の研究者 42 36.2％ 6 16.2％ 36 45.6％ 10 47.6％ 26 44.8％

民間・行政の参加 66 56.9％ 33 89.2％ 33 41.8％ 10 47.6％ 23 39.7％
　　公設試験研究機関の研究者 22 19.0％ 14 37.8％ 8 10.1％ 2 9.5％ 6 10.3％
　　民間企業の研究者 54 46.6％ 32 86.5％ 22 27.8％ 6 28.6％ 16 27.6％
　　地域シンクタンクの研究者 22 19.0％ 6 16.2％ 16 20.3％ 9 42.9％ 7 12.1％
　　行政・商工会議所等の職員 28 24.1％ 10 27.0％ 18 22.8％ 5 23.8％ 13 22.4％

表３　研究活動資金別受け入れ研究機関数

全機関 共同研究 地域研究
センター 機関 国公立 私立

回答機関数 98 100％ 30 100％ 68 100％ 19 100％ 49 100％

1．文部省等の助成研究 30 30.6％ 15 50.0％ 15 22.1％ 5 26.3％ 10 20.4％
2．学内経費 93 94.9％ 27 90.0％ 66 97.1％ 18 94.7％ 48 98.0％
3．受託研究による外部からの調達 26 26.5％ 8 26.7％ 18 26.5％ 7 36.8％ 11 22.4％
4．寄附による外部からの調達 18 18.4％ 13 43.3％ 5 7.4％ 4 21.1％ 1 2.0％
5．外部機関における共同研究費 16 16.3％ 11 36.7％ 5 7.4％ 2 10.5％ 3 6.1％
6．会費・参加費 4 4.1％ 2 6.7％ 2 2.9％ 1 5.3％ 1 2.0％

外部資金あり（3～6） 41 41.8％ 20 66.7％ 21 30.9％ 10 52.6％ 12 24.5％

注）外部資金ありは、3～6の項目のいずれか一つ以上に回答した機関
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同研究の推進」、「学部または特定分野の窓口機

能・サービス機能」であり、いずれも国公立の方

がその機能をあげる割合が高い。

　研究機関の役割（現在）について、アンケート

対象120機関の回答に対して主成分分析を行っ
た。表４に示す８項目の役割について、○を記入

した場合には１、記入無き場合には０とデータ変

換して計測したところ、第５主成分までの累積寄

与率は80.2％、固有値および固有ベクトルは表５
のとおりとなった。このうち第１主成分、第２主

成分の解釈を試みたい。

　第１主成分は、地域研究、学内共同研究の値が

プラス側に大きく、産官学共同研究、受託研究、

大学としての総合的窓口機能の値がマイナス側に

大きな値を示す。これは研究対象として地域を捉

える人文・社会科学系の研究機関に代表される機

能と、産業界等との共同研究をはじめとする連携

機能を分離する軸とみられる。この第１主成分を

「地域研究・産学共同」の主成分と解釈する。第２

主成分は、すべての項目がプラスであり、なかで

も学際的共同研究・他大学との共同研究・産官学

共同研究の値が大きい。よってこれは研究機関の

活動範囲を示す「総合的活動幅」の主成分と解釈

する。第２主成分までの累積寄与率は44.8％であ
る。

　アンケート対象機関の第１主成分得点がプラス

の機関を第１グループ（地域研究）、マイナスの機

関を第２グループ（産学共同）として、研究機関

の現在の役割に基づき２つのグループに分類し

た。第1グループに64機関、第２グループに56機
関が分類される。国立大学の共同研究センター

の多くは第２グループに分類されるが、それだけ

ではなく同グループには地域研究機関も数多く含

まれる。

表５　研究機関の役割（現在）の主成分分析
【固有値】

主成分 No. 固有値 寄与率（％） 累積（％）

第１主成分 2.03 25.4 25.4
第２主成分 1.55 19.4 44.8
第３主成分 1.13 14.1 58.8
第４主成分 0.95 11.8 70.7
第５主成分 0.77 9.6 80.2

【固有ベクトル】

第１主成分 第２主成分

研究機関独自のテーマに
よる地域研究の推進 0.4306 0.0210
学内共同研究の推進 0.3336 0.2074
学際的共同研究の推進 0.2883 0.5935
産官学共同研究の推進 –0.4977 0.3064
受託研究の推進 –0.3153 0.3950
他大学との共同研究の推進 0.2004 0.5242
大学としての総合的窓口
機能・サービス機能 –0.4744 0.2002
学部または特定研究分野の
窓口機能・サービス機能 0.0886 0.1990

表４　研究機関の役割（現在）

全機関 共同研究 地域研究
センター 機関 国公立 私立

　回答機関数 120 100％ 38 100％ 82 100％ 23 100％ 59 100％

1．研究機関独自のテーマによる
　 地域研究の推進

75 62.5％ 13 34.2％ 62 75.6％ 18 78.3％ 44 74.6％

2．学内共同研究の推進 71 59.2％ 15 39.5％ 56 68.3％ 15 65.2％ 41 69.5％
3．学際的共同研究の推進 36 30.0％ 6 15.8％ 30 36.6％ 9 39.1％ 21 35.6％
4．産官学共同研究の推進 60 50.0％ 34 89.5％ 26 31.7％ 8 34.8％ 18 30.5％
5．受託研究の推進 55 45.8％ 20 52.6％ 35 42.7％ 14 60.9％ 21 35.6％
6．他大学との共同研究の推進 19 15.8％ 4 10.5％ 15 18.3％ 7 30.4％ 8 13.6％
7．大学としての総合的窓口機能・
　 サービス機能

48 40.0％ 28 73.7％ 20 24.4％ 4 17.4％ 16 27.1％

8．学部または特定研究分野の窓口
　 機能・サービス機能

20 16.7％ 7 18.4％ 13 15.9％ 7 30.4％ 6 10.2％
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　第１グループ（地域研究）

　　　　第１主成分得点＞０　⇒ 64機関
　第２グループ（産学共同）

　　　　第１主成分得点＜０　⇒ 56機関

　これらの機関をプロットしたものが図３であ

る。横軸は第１主成分得点を示し、右にいくほど

地域研究機能が強く、左にいくほど産学共同機能

が強い。縦軸は第２主成分得点の軸で、活動幅の

大小を示している。

　各機関の主成分得点について、現在の役割のグ

ループ平均値を求める。さらに固有ベクトルを固

定したうえで将来担いたいとする役割の主成分得

点を算出し、グループごとの平均値を求めた。す

なわち質問で示した８つの役割への回答のみを現

状から将来に変更した場合の主成分得点から研究

機関の方向性を見出そうとするものである。

　第１主成分（地域研究・産学共同）がプラスの

値をとる第１グループでは、将来的には第１主成

分得点が低下、すなわち産学共同の役割を強化す

る方向に動き、第２主成分（総合的活動幅）得点

は上昇する。つまり、現在の地域研究グループの

研究機関は、将来的には産学共同を指向して活動

の幅を広げる傾向がみられる。逆に、産学共同の

第２グループは、将来的にはむしろ地域研究を強

化する方向を指向しつつ活動の幅を拡大してい

く。産業界との共同研究に応えるのみではなく、

中長期的な地域課題への対応や、大学としての独

自の研究機能を強化して社会に貢献する点を重視

してのことと思われる。

　実際、地域研究グループにおいては、「研究機関

独自のテーマによる地域研究の推進」をあげる機

関が現状においても将来においても最も多いもの

の、現在さほど多くはない役割のなかで、「産官学

共同研究の推進」、「受託研究の推進」、「他大学と

の共同研究の推進」を将来の役割とする機関が増

加する。また、産学共同グループの機関では、現

在も将来も、「産官学共同研究の推進」、「大学とし

ての総合的窓口機能・サービス機能」、「受託研究

の推進」が多いものの、将来の役割として、「研究

機関独自のテーマによる地域研究の推進」をあげ

る機関が21機関から38機関へと大きく増加すると
ころが特徴的である。

　以上の点から、地域研究機関において「地域研

究」と「産学共同」は、その役割における２つの

中心的機能であり、現状において持ち合わせてい

ない機能も将来的に高め、社会貢献という枠組み

において両機能が融合化する方向にあると考えら

れる。

４．地域社会との連携実態と課題

　次に、研究機関の地域社会との連携活動実態を

みていきたい。

　表６は、地域社会との連携活動について、「現

在取り組んでいる」、および、「今後取り組みた

い」と考えている活動へのアンケート回答結果

（複数回答）である。現在の連携活動について、地

域研究機関においての上位項目は、「紀要・研究報

告書の発行による情報発信」（85.2％）、「講演会・
シンポジウムの開催」（84.0％）、「研究会の開催」
（77.8％）である。これらは従来から取り組んでき
た連携手法で、多くの機関で実施されている。共

同研究センターにおいても同様である。

　質問にあげた12の連携項目を「共同研究」「産
業支援」「教育連携」「研究交流」「情報発信」の５

分野に再構成してみたい。これをみると、「共同

研究」、「産業支援」、「教育連携」といった比較的

新しいタイプの連携活動の３項目についてはいず

れも地域研究機関が共同研究センターを下回る。

なかでも、私立大学ではこうした連携項目をあげ

図３　研究機関のグループ平均主成分得点
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表７　地域社会との連携活動（現在および将来）

共同研究 地域研究 第１グループ 第２グループ
センター 機　　関 【地域研究】 【産学共同】

現在 将来 増減数 現在 将来 増減数現在 将来 増減数 現在 将来増減数

回答機関数 38 38 – 81 81 – 63 63 – 56 56 –

１．行政・企業・地域シンクタンク等
　　との共同研究 23 24 1 22 41 19 14 32 18 31 33 2
２．行政・企業・地域シンクタンク等
　　からの受託研究 18 20 2 27 45 18 17 35 18 28 30 2
３．地域社会からの研究員の受け入れ 20 26 6 15 32 17 12 26 14 23 32 9
４．研究会の開催 31 25 ▲6 63 40 ▲23 51 30 ▲21 43 35 ▲8
５．行政・企業などへのコンサルティング 14 18 4 16 27 11 8 20 12 22 25 3
６．創業支援・ベンチャービジネス育成 5 23 18 5 20 15 2 17 15 8 26 18
７．地域企業への技術移転・技術指導 21 26 5 4 11 7 4 11 7 21 26 5
８．講演会・シンポジウムの開催 36 25 ▲11 68 38 ▲30 53 29 ▲24 51 34 ▲17
９．大学院レベルの社会人教育 12 10 ▲2 11 28 17 8 23 15 15 15 0
10．生涯学習・社会人のリカレント育成 10 14 4 22 29 7 12 21 9 20 22 2
11．紀要・研究報告書の発行による情報発信 27 23 ▲4 69 34 ▲35 55 25 ▲30 41 32 ▲9
12．ホームページによる地域研究情報の発信 28 25 ▲3 33 49 16 27 39 12 34 35 1

　共同研究　1 or 2 or 3 31 31 0 44 59 15 29 45 16 46 45 ▲1
　産業支援　5 or 6 or 7 26 33 7 20 32 12 13 27 14 33 38 5
　教育連携　9 or 10 18 18 0 29 42 13 19 33 14 28 27 ▲1
　研究交流　4 or 8 37 29 ▲8 75 48 ▲27 57 35 ▲22 55 42 ▲13
　情報発信　11 or 12 31 27 ▲4 70 53 ▲17 55 42 ▲13 46 38 ▲8

表６　地域社会との連携活動（現在）

全機関
共同研究 地域研究
センター 機関 国公立 私立

回答機関数 119 100％ 38 100％ 81 100％ 23 100％ 58 100％

１．行政・企業・地域シンクタンク
　　等との共同研究

45 37.8％ 23 60.5％ 22 27.2％ 9 39.1％ 13 22.4％

２．行政・企業・地域シンクタンク
　　等からの受託研究

45 37.8％ 18 47.4％ 27 33.3％ 12 52.2％ 15 25.9％

３．地域社会からの研究員の受け入れ 35 29.4％ 20 52.6％ 15 18.5％ 2 8.7％ 13 22.4％
４．研究会の開催 94 79.0％ 31 81.6％ 63 77.8％ 19 82.6％ 44 75.9％
５．行政・企業などへのコンサルティング 30 25.2％ 14 36.8％ 16 19.8％ 5 21.7％ 11 19.0％
６．創業支援・ベンチャービジネス育成 10 8.4％ 5 13.2％ 5 6.2％ 2 8.7％ 3 5.2％
７．地域企業への技術移転・技術指導 25 21.0％ 21 55.3％ 4 4.9％ 0 0.0％ 4 6.9％
８．講演会・シンポジウムの開催 104 87.4％ 36 94.7％ 68 84.0％ 21 91.3％ 47 81.0％
９．大学院レベルの社会人教育 23 19.3％ 12 31.6％ 11 13.6％ 5 21.7％ 6 10.3％
10．生涯学習・社会人のリカレント育成 32 26.9％ 10 26.3％ 22 27.2％ 5 21.7％ 17 29.3％
11．紀要・研究報告書の発行による情報発信 96 80.7％ 27 71.1％ 69 85.2％ 23 100％ 46 79.3％
12．ホームページによる地域研究情報の発信 61 51.3％ 28 73.7％ 33 40.7％ 14 60.9％ 19 32.8％

　共同研究　1 or 2 or 3 75 63.0％ 31 81.6％ 44 54.3％ 15 65.2％ 29 50.0％
　産業支援　5 or 6 or 7 46 38.7％ 26 68.4％ 20 24.7％ 6 26.1％ 14 24.1％
　教育連携　9 or 10 47 39.5％ 18 47.4％ 29 35.8％ 9 39.1％ 20 34.5％
　研究交流　4 or 8 112 94.1％ 37 97.4％ 75 92.6％ 22 95.7％ 53 91.4％
　情報発信　11 or 12 101 84.9％ 31 81.6％ 70 86.4％ 23 100％ 47 81.0％
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る割合が低い。

　将来取り組みたいとする連携活動内容を先に分

類した２つのグループ別にみると、第１グループ

（地域研究）では、とくに「創業支援・ベンチャー

ビジネスの育成」「大学院レベルの社会人教育」

「地域企業への技術移転・技術指導」などの連携項

目については現在実施する機関は少ないものの、

将来は取り組みたいとする機関は多い（表７）。第

２グループ（産学共同）も同様に、「創業支援・ベ

ンチャービジネスの育成」をあげる機関が大きく

拡大するほか、「地域社会からの研究員の受け入

れ」「地域企業への技術移転・技術指導」という連

携に取り組みたいとする機関が増える。これまで

の代表的な連携手法であった、研究会、講演会・

シンポジウム、紀要・研究報告書といった項目に

関しては、将来的に取り組むとする機関は減少

し、より直接的な教育・研究の連携へとシフトす

る方向性が読み取れる。

　以下、いくつかの連携項目について、地域研究

機関の活動実態をみていきたい。なお、国立大学

の共同研究センターについては、これまでも報告

書やホームページ等にて、その活動実態は報告さ

れているため3）、ここでは、地域研究機関を中心

に整理することとする。

（1） 地域産業の創造と支援
　アンケート調査によると、地域研究機関のなか

で「創業支援・ベンチャービジネスの育成」に現

在取り組む機関は５機関に過ぎないのに対して、

将来は20機関が取り組みたいとする（表７）。共
同研究センターにおいても、現在は５機関に過ぎ

ないが、将来は23機関がこの項目をあげるなど、
大学の社会貢献における重要なファクターのひと

つとなっている。理工系の産学連携の実績はすで

に数多くみられるが、産業界からの要請は、技術

開発や試験研究だけではない。むしろ経営管理で

あったり、マーケティングが重要な場面も多くあ

り、地域のコーディネート機関として大学への期

待も大きい。

　こうしたなかで、いくつかの地域研究機関にお

いて産学連携による創業支援への取り組みがはじ

まった。小樽商科大学経済研究所は、明治以来続

く伝統ある研究所であったが、1999年４月に小樽
商科大学ビジネス創造センターへと改組された。

起業家への研究室開放を行い、販売や資金計画な

どへのアドバイスを通じて、ベンチャー創業支援

に積極的に取り組んでいる。

　新潟県の中越地域は、中小製造業が多く操業す

る地域であり、これら地域技術をいかした新産業

の創出が課題となっている。長岡大学地域研究セ

ンターでは、長岡市・長岡商工会議所との連携の

もとで製造業の実態調査を行い、産業振興のため

の基礎研究を進める。同じ新潟県内の新潟経営大

学地域活性化研究所は、「産官学連携のもとで、産

業集積地域の活性化のために教育・研究活動を通

じて知的コーディネーターとして活動する」こと

をめざし、地元企業との共同研究などを進めるこ

とでネットワークを強化し、産業振興への貢献を

はたしている。また、高崎経済大学附属産業研究

所は、同研究所はじめ県内大学および県・産業界

の連携により、産業雇用構造に変化をもたらすべ

く「夢起業 in 群馬」を立ち上げた。滋賀大学産業
共同研究センターでは、ホームページ上に滋賀ベ

ンチャーズ・インフラ21を開設し、滋賀県におけ
る新産業・新企業創出のための支援を行う。地域

社会への情報発信とコミュニケーションスペース

を提供するなど、産業振興・創業支援のための地

域研究機関の新たな取り組みもはじまっている。

（2） 産官学連携による共同研究
　産業界や地域社会からの要請に応えるととも

に、大学における研究活動の充実と広がりをもた

せるために、共同研究や受託研究など産官学連携

による研究の推進が求められている。

　現在、国立大学においては、企業等との研究協

力関係制度として、共同研究、受託研究、奨学寄

付金・委任経理金などの制度が確立し、理工系を

中心にすでに多くの実績が報告されている。地域

研究機関においても、産業界・行政との共同研

究・受託研究、あるいは、研究員の受け入れに取

り組みたいとする機関は多く、「共同研究」を現在

実施するのは44機関（54.3％）であるのに対し、
将来取り組みたいとする機関は59機関（81.9％）

3） 例えば、文部省学術国際局「21世紀型産学連携手法
の構築に係わるモデル事業成果報告書」，2000年２月。
あるいは、ホームページ「大学を活用するための情報

集－産学連携に向けて」

http://zeus.crc.kitami-it.ac.jp/model　など
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に拡大する（表７）。

　共同研究について、とくに社会科学系分野では

地元自治体との連携により研究活動を推進する機

関も多い。四日市大学地域政策研究所は、四日市

市との共同調査研究を実施し、別府大学地域社会

研究センターでは、狭間町との交流協定に基づく

情報化支援・文化支援を行う。このほか、共同研

究を推進する機関として滋賀大学産業共同研究セ

ンターの活動がある。経済学部と教育学部の二学

部からなる滋賀大学では、非理工系の産業共同研

究センターを全学共同利用施設として1993年に学
内措置で発足させた。理工系の地域社会との共同

研究施設が、新技術開発や大学から地元企業への

技術移転といったハード面の共同研究を目的とす

るのに対し、非理工系のセンターは、企業の運営

方法や組織のあり方、情報の収集や分析能力の向

上といったソフト面での技術移転、研究プロセス

を重視することによって共同研究に参加する民間

機関等の人材育成に大きく貢献できることをこれ

までの活動から示してきた。この成果を受けて同

センターは2001年４月に省令施設となり、非理工
系の共同研究センターとして活動している。

　受託研究は、調査研究の予算が確保できると同

時に、産官の要請にもとづき研究を実施するた

め、委託機関その他の協力体制が明確になるとい

う研究遂行上のメリットもあり、制度の整備と研

究能力の向上が求められる分野である。しかし、

現在のところ、「行政・企業・地域シンクタンク等

からの受託研究」を行う機関は、共同研究セン

ターの47.4％、地域研究機関の33.3％にすぎな
い。このうち私立大学の機関は25.9％と、必ずし
も多数の機関で受託調査が実施されているわけで

はない（表６）。

　ただし、現実には民間シンクタンク等が受託し

た研究プロジェクトへ大学研究者が個々に参画す

る場合や、直接、個人の立場で研究協力を行う場

合もあって、必ずしも研究機関が受託研究の窓口

的機能を果たしているわけではない。むしろ大学

機関が介在するがために事務手続きが煩雑であっ

たり、研究費の確保が困難となる場合もあるな

ど、研究者にとって地域社会との共同研究・受託

研究を行いやすい環境整備ができていないことが

課題といえる。現在、国立大学においては、企業

等との研究協力関係制度があるが、人文・社会科

学系の地域研究の場合には、使途の多くが旅費や

資料購入費であることや、研究成果が特許等によ

る権利として明確化されるケースは考えにくく、

これら制度が地域研究における資金の受け入れに

適していないという問題も指摘できる。

（3） 地域社会へのサービス機能・窓口機能
　大学と地域との関わりが深まるにつれ、大学の

地域社会に対する窓口の明確化が必要とされると

ともに、大学による地域社会へのサービスが求め

られている。アンケート調査では、「地域社会との

産官学連携の接点として、大学における教育・研

究情報の提供や連携活動のための総合的窓口機

能・サービス機能の重要性が高まっています。貴

大学では、どの機関がこの役割を果たしています

か」との質問を行った。これに対し、共同研究セ

ンターの94.6％が、地域研究機関の52.1％が自機
関がこの役割を担っていると回答しており、これ

ら機関が大学と社会の接点としての役割を有して

いることが確認された（表８）。ただ一方で、「現

在、この役割を果たしているところはない」との

回答が地域研究機関の19.7％を占める。学内に地
域研究機関がありながらこうした役割を位置づけ

ていない大学も少なからず存在する。

表８　大学における総合的窓口機能・サービス機能

全機関
共同研究 地域研究
センター 機関

　 回答機関数 108 100％ 37 100％ 71 100％

1．自機関がこの役
割を担っている

72 66.7％ 35 94.6％ 37 52.1％

2．学内の別の機関
がこの役割を担 33 30.6％ 6 16.2％ 27 38.0％
っている

3．現在，この役割
を果たしている 15 13.9％ 1 2.7％ 14 19.7％
ところはない

　地域研究機関では、地域社会との連携を明確に

するために様々な組織的活動が行われており、そ

のひとつに、大学における対外的活動の窓口とし

ての機能がある。茨城大学地域総合研究所は、地

域に関する諸問題を人文科学、社会科学、自然科

学の諸側面から総合的に研究し、地域社会の発展
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に資するために1969年に設立された。地域社会に
対する窓口機能の役割を果たし、外部の講演会な

どに対する講師派遣の役割なども担っている。四

日市大学は、キャンパス内に地域社会における協

働をサポートするためのコラボレーションスクエ

アを設置した。ここに地域政策研究所とコミュニ

ティカレッジを開設して教育・研究両面における

窓口の役割を果たすと同時に、サービス機能を拡

充している。

　地域の連携事業へのかかわりという点でみる

と、旭川市、旭川商工会議所、および、旭川市内

の４大学１高専が「旭川ベンチャーカレッジ＝起

業家養成講座」を開設し、旭川大学地域研究所が

事務局をつとめるという例もある。同研究所は石

狩川流域48市町村長の会議「石狩川サミット」の
事務局をつとめるなど、地域コーディネーターと

しての機能をも有している。富士大学附属地域文

化研究所は、岩手中部地区広域市町村圏事務組合

と連携してフォーラムを開催するなど、地元広域

行政との協力体制を確立している。

　一方、地域社会において大学は国際機能の拠点

でもある。グローバル化が進み、地方圏において

も国際的な視野が求められるなかで、大学は教育

機関として国際舞台で活躍できる人材を養成する

のはもちろんのこと、その機能を活用しての地域

国際化への貢献が期待される。鳥取女子短期大学

北東アジア文化総合研究所は、行政職員や高校生

などを対象とした国際交流の事前指導や、企業の

語学勉強会に留学生を派遣するなど国際交流の支

援・コンサルティング機能に力をいれ、地域の国

際交流の指南役として重要な役割を果たしてい

る。

（4） 地域研究推進基盤としての役割
　大学の社会貢献のあり方として産官学連携が注

目される昨今ではあるが、その一方で、当該地域

にかかわる研究を推進するという点は、研究機関

の重要な役割と位置づけることができる。大学に

おける地域研究機関のオーソドックスな役割に、

学内研究予算の地域枠配分や地域資料の収集・整

備、紀要・年報の発行、研究会の開催などがあ

る。とくに地方圏において大学は地域の頭脳であ

り、地域に関する基礎的・総合的研究を蓄積して

社会に還元していくとともに、大学の研究者が当

該地域に積極的にかかわる仕組みを組み込むこと

が、地域に開かれた大学の重要な役割のひとつと

言える。

　地域社会が抱える課題は様々であり、多分野の

研究蓄積が求められている。大学の総合力を活か

した学際的共同研究を推進することも、研究機関

の社会的役割のひとつと言えるだろう。総合的

テーマを設定して研究プロジェクトを進める例と

して、鹿児島国際大学地域総合研究所では、94年
度～98年度の５年間は「南九州・沖縄の経済・社
会・文化」のテーマを設けて年間２種類の共同研

究を実施してきた。研究代表者は２年間のプロ

ジェクト期間中は専任所員として研究所の運営に

当たるシステムをとっている。北海学園大学開発

研究所では、３年間の総合研究を継続的に実施し

てきた。なかでも95～97年度の総合研究の成果は
『北海道開発の視点・論点』としてまとめられ、

1999年１月に発刊された。執筆者25名、全687
ページにのぼる地域研究の成果である。鹿児島県

立短期大学地域研究所の総合研究プロジェクト

は、人文・自然・社会科学の３系の研究員が参加

して、総合的に地域を調査・研究しようとする試

みである。1975年の「大島紬の綜合的研究」以
来、「鹿児島の教育」「小規模離島の経済と文化」

など多彩なテーマで地域研究に取り組んできた。

95年度以降は２年間の計画で特定地域の総合研究
を行い、これまで『佐多町の社会と生活文化』、

『伊佐地域の社会と生活文化』などの報告書が発行

されている。

　共通する地域課題に対して共同研究を実施する

地域研究機関の取り組みもなされている。関門海

峡を挟んだ下関・北九州の両市に市立大学がある

こと、そして、両大学ともに地域研究機関を有す

る状況のもとで、1994年度より関門地域共同研
究会による共同研究を継続的に実施し地域研究の

成果を蓄積している4）。また、北海学園北見大学

開発政策研究所と沖縄国際大学産業総合研究所の

両地域研究機関は共同研究を実施し、その研究成

果を公刊することで地域社会への貢献を果たして

4） 下関市立大学附属産業文化研究所・北九州市立大学
北九州産業社会研究所による関門地域共同研究の成果

は、報告書『関門地域研究』として1995年以降毎年発
行されている
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いる5）。

（5） 地域研究の蓄積と研究情報の発信
　地域研究機関の役割のひとつとして、地域研究

のための基礎資料となる文献の収集・蓄積があ

る。多くの大学において、その蓄積は貴重なもの

であり、それらを地域社会に公開し、研究利用に

供することは大学の社会貢献のひとつのあり方と

考えられ、積極的な情報発信が求められている。

　例えば、東北学院大学東北産業経済研究所で

は、東北地域の市町村資料の収集・蓄積に、阪南

大学産業経済研究所が大阪関連図書・会社史及び

資料の収集に力をいれるなど地域資料の充実は研

究機関の重要な役割である。また、松山大学総合

研究所においては、四国をはじめとする産業・経

済の関連分野における多くの文献資料を収集・整

理して閲覧に供するほか、大分大学経済学部経済

研究所は、瀬戸内圏の産業経済関係資料の整備

に、鹿児島国際大学地域総合研究所は、南九州お

よび南西諸島、とくに沖縄関係の資料の蓄積に力

をいれることで、地域研究の発展に貢献する役割

を担っている。

　さらに、地域にかかわる研究情報を独自に整備

し、発信することで地域貢献を果たす機関もあ

る。北九州市立大学・下関市立大学による関門地

域共同研究においては、当初から関門地域の文献

資料目録の整備に取り組んできた。日本福祉大学

知多半島総合研究所は、主として知多半島を

フィールドとする実証的研究に力をいれるととも

に、古文書の基礎的整理と目録整備により研究活

用に供する。歴史と文化を地域振興のベースとす

るとの考えのもと、地域研究の基礎的基盤の整備

に力をいれている。こうした地道な研究情報の整

備も大学としての社会貢献のあり方のひとつであ

る。

　研究成果を出版することで、書店を通じて広く

地域に還元する試みもいくつかの研究機関でなさ

れている。一般の方々が店頭で手にとることがで

5）廣瀬牧人・兪炳強・阿部秀明編著『地域発展戦略へ
のアプローチ―地域におけるアイデンティティ・イノ

ベーション・アメニティの創造に向けて―』（沖縄国

際大学産業総合研究所・北海学園北見大学開発政策研

究所叢書），泉文堂，2001年12月

きるというメリットや、地元新聞にとりあげられ

るなどの効果があり、研究成果を地域に還元する

こと、および、大学の社会貢献を広く PR するた
めにも有用な試みといえるだろう。徳山大学総合

経済研究所では、年２～３回発行する『総研レ

ビュー』において、大学での研究成果を発表する

と同時に、地域に関心の高いテーマをとりあげて

情報発信を行う。この雑誌は関係機関に配布する

とともに、県内書店でも販売し、地域社会とのコ

ミュニケーションの輪を広げるために活用してい

る。また、茨城大学地域総合研究所6）、熊本学園

大学産業経営研究所7）、北海学園北見大学開発政

策研究所8）などいくつかの機関では、プロジェク

ト研究の成果を出版することで、広く地域社会に

還元する試みがなされている。

　出版という社会貢献の手法をより組織的に実行

する機関もある。日本福祉大学知多半島総合研究

所は、1989年に『知多半島の歴史と現在　１』を
発行して以来、毎年出版を続け、地域の書店を通

じて入手可能な体制を整えている。さらに、高崎

経済大学附属産業研究所では、出版を前提に研究

プロジェクトを実施し、継続的に研究成果を広く

地域に還元する仕組みを有する。研究員および学

外参加者によるプロジェクトチームは、１年目は

チーム編成・テーマの設定、２年目に調査・研

究、３年目は論文の発表会、４年目は原稿の仕上

げ・報告書発刊というスケジュールで研究活動を

継続し、研究成果を継続的に発信している。

５．地域の支援・サポート体制

　地域社会に対する大学による様々な貢献が期待

6）茨城大学地域総合研究所・財団法人常陽地域研究セ
ンター編『茨城を楽しむ30の方法』，茨城新聞社，
1999年１月

7）熊本学園大学産業経営研究所編『熊本県産業経済の
推移と展望―自立と連携をめざす地域社会―』，日本

評論社，2001年３月
8）米内山昭和・阿部秀明編著『持続的農業と環境保全
へのアプローチ』（北海学園北見大学開発政策研究所

叢書），泉文堂，1999年6月　および　森本正夫監修　
塚本珪一・東徹編著『持続可能な観光と地域発展への

アプローチ』（北海学園北見大学開発政策研究所叢

書），泉文堂，1999年６月　など
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されるなかで、こうした活動を支援する地域の取

り組みもまた、求められる。

　アンケート調査では、「貴研究機関の設立に対し

て、寄附等の学外からの資金提供はありますか」

との質問を行った。この質問に対し、資金提供を

受けた機関は全体で13機関（10.8％）で、うち８
機関は国公立大学であった。別途実施した国外の

地域研究機関へのアンケート調査9）では、78.8％
から「ある」との回答があり、回答傾向は大きく

異なる。

　通常の研究活動費は、表３に示されるように、

学内経費・文部省等の助成研究以外の資金（外部

資金）を受け入れる機関は全体では41.8％であ
る。共同研究センターでは66.7％であるのに対
し、地域研究機関は30.9％、とくに私立大学は
24.5％と外部資金を受け入れる割合は小さくな
る。これに対して国外アンケート調査では、外部

資金を受け入れている機関は87.1％にのぼり、学
内経費および政府助成のみで運営する機関の方が

例外的である。後述するように、地域研究機関の

課題として「研究予算の確保」をあげる機関は多

いものの、一方で、研究活動の支援など地域社会

との連携の仕組みは確立できていない。

　こうしたなかで、研究機関のサポート組織が生

まれ、様々な支援活動・連携活動を行う地域もあ

る。国立大学の共同研究センターにおいては、協

力会・交流会等の名称で地域の産業界を中心とし

た支援組織を有するところがいくつかみられる

が、地域研究機関においても、青森公立大学地域

研究センターにおける（財）青森学術文化振興財

団や、広島大学経済学部附属地域経済システム研

究センターにおける地域経済研究推進協議会の存

在があり、それぞれ研究機関の活動に対して、側

面から支援を行う。このほか市立名寄短期大学道

北地域研究所では、道北地域の産業・経済・生活

文化に関心のある市民の組織として研究所「友の

会」を置く。研究費の援助、シンポジウムの参

加、協力など各方面での協力がなされている。

　和歌山大学では、経済学部の後援組織による

「和歌山県地域に関する研究」助成金が交付され、

経済学部の教員を中心として地域研究が推進され

てきた。また、1996年７月には、産学交流組織
「和歌山地域経済研究機構」が発足した。和歌山大

学経済学部が有する知的・人的資産を積極的に活

用し、地域経済の活性化を推進しようとするもの

であり、経済研究所は、和歌山大学側の事務局と

して組織間の連絡・調整の機能を果たしている。

６．大学の社会貢献と地域研究機関の課題

　地域社会との連携を進めていくうえでの研究機

関の課題として、アンケート調査の回答結果によ

ると、共同研究センターの89.2％が「研究機関の
人員配置」をあげ、70.3％が「研究予算の確保」
をあげる。また、地域研究機関では、第一に「研

究予算の確保」（77.9％）、第二に「研究機関の人
員配置」（68.8％）をあげる。人員と予算の問題は
研究機関共通の課題となっている（表９）。

　このほか、「受託研究や寄附・助成金の受け入れ

のための仕組み」を課題とするのは、共同研究セ

ンター27.0％に対し、地域研究機関のうち国公立
が50.0％、私立大学が56.4％である。外部資金の
受け入れルールが明確になりつつある国立大学の

共同研究センターに対し、とくに私立大学では

この点を課題とする機関が多い。「地域内の他大学

とのネットワーク形成」をあげるのは共同研究セ

ンターの45.9％、地域研究機関の53.2％、「地域外
の地域研究機関とのネットワークの形成」をあげ

るのは、共同研究センターの40.5％、地域研究機
関の50.6％で、いずれも約半数の機関がこの点を
あげ、地域内外の機関との研究連携も地域研究機

関の課題となっている。

　以下、大学の社会貢献を推進していくための地

域研究機関の課題について、これまでのアンケー

ト調査の分析結果に加え、研究機関へのヒヤリン

グ調査によって得られた知見を含めて考察する。

ここではとくに重要と考えられる３つの視点を提

示し、本稿のまとめとしたい。

（1） 研究機関の組織と活動資金
　地域社会からの期待に応える形で大学は地域研

究機関を設置して様々な活動を行っているが、こ

9）国外の地域研究機関へのアンケート調査は、欧米・
アジア地域を中心に37機関から回答を得た。詳細は
『大学の社会貢献に関する調査研究―国内・国外の地

域研究機関の社会的役割を中心として―』（研究代表

者：戸田常一，2002年３月）を参照のこと
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れまでみてきたように、現実には多くの課題を抱

えている。最大の課題は、研究機関の組織と資金

の問題である。

　多くの研究機関で、専任の長、専任研究員がい

ないという現状において、その活動への限界が指

摘される。専任研究員の配置は、研究機関に共通

する課題といえるだろう。ただし、専任研究員を

おく機関においても、研究機関のポストは大学に

おいて特殊なポジションとみられがちであること

が、研究員が継続的・安定的に研究を進める上で

の課題との指摘もなされている。大学院との連携

等による研究機関の位置づけの再構築が求められ

る。

　一方、研究活動資金の確保を課題とする機関が

８割近くにのぼる現状において、地域社会との連

携を進めるうえでも共同研究や受託研究による外

部資金の導入が期待されるところではあるが、現

在のところ、地域研究機関のうち外部資金を受け

入れるのは30.9％にすぎない（表３）。すなわち３
分の２を上回る機関では、文部科学省を含めた学

内研究予算に限られているのが現状で、研究資金

面での地域連携は必ずしも進んではいない。

　大学の地域貢献、とりわけ人文・社会科学分野

の研究を有効に進めていくためには実態調査や資

料収集の活動が必要であり、そのための資金が必

要となる場合が多い。受託研究の実施は、外部資

金を取り入れるための有効な手法ではあるもの

の、受け入れのための仕組みがなければその実施

はできない。研究機関にはこれら資金の受け皿と

しての役割を期待するものであるが、実際にうま

く機能しているところは多くない。手続きが煩雑

であったり、使途に制限が課せられるなど、現状

のシステムは必ずしも研究者にとって好ましい制

度ではなく、教員がかかわったものであっても組

織として受け入れられないケースが存在するのも

事実である。研究機関には、受託資金の受入機関

としてのシステム整備が求められる。

　受託研究は、大学の知的資産を地域社会に活用

する上での有効な手法であると考えられるが、一

方で、積極的に取り組むことへの問題点も指摘さ

れる。受託研究の内容と研究機関あるいは研究者

個人の研究テーマがマッチしていないと、受託研

究に時間をとられて本来の研究プロジェクトが進

まない可能性も指摘される。また、大学が行うべ

き自主研究テーマからの逸脱や、地域との関わり

から受けざるを得ないという問題が発生する可能

性もあって、受託研究に積極的でない研究機関も

少なからず存在する。大学としての受託研究のあ

り方を確立することも課題といえるだろう。

　また、地域研究を進めるにあたりフリーハンド

で活用可能な研究資金が地域社会の協力のもとに

得ることができれば望ましいことはいうまでもな

い。一部の地域においては、外部の基金等による

支援がなされており、こうした仕組みを地域社会

とともに考えていくべきである。

（2） 地域研究の学内的位置づけ
　大学に対する地域社会の期待が高まるなかで、

表９　研究機関の課題

全機関
共同研究 地域研究
センター 機関 国公立 私立

回答機関数 114 100％ 37 100％ 77 100％ 22 100％ 55 100％

１．研究機関の人員配置 86 75.4％ 33 89.2％ 53 68.8％ 19 86.4％ 34 61.8％
２．研究予算の確保 86 75.4％ 26 70.3％ 60 77.9％ 19 86.4％ 41 74.5％
３．受託研究や寄附・助成金の受け
　　入れのための仕組み

52 45.6％ 10 27.0％ 42 54.5％ 11 50.0％ 31 56.4％

４．地域内の他大学とのネットワー
　　クの形成

58 50.9％ 17 45.9％ 41 53.2％ 11 50.0％ 30 54.5％

５．地域外の地域研究機関とのネッ
　　トワークの形成

54 47.4％ 15 40.5％ 39 50.6％ 11 50.0％ 28 50.9％

６．共同研究の資金分担 23 20.2％ 8 21.6％ 15 19.5％ 3 13.6％ 12 21.8％
７．連携相手先の理解不足 19 16.7％ 13 35.1％ 6 7.8％ 1 4.5％ 5 9.1％
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大学として地域研究機関の活動を推進することが

求められているが、そこに参画する大学教員に

とっては、学部・大学院教育および学内委員会等

各種業務のなかで、研究機関の運営と研究活動に

かかわる時間を確保することになる。専任研究員

に選任されると授業数や各種委員会の役割に若干

の配慮がなされる大学もあるが、これまでの多く

は研究機関の活動がプラスされるだけであり、そ

のもとでの活動にはおのずと限界がある。専任化

の問題とともに、学部教員の地域研究活動への参

加が円滑に行われ、かつ、そのことを適切に評価

する仕組みの整備が求められる。大学という組織

の役割として地域研究を推進すること、産官学の

連携のもとに研究活動を行うことは極めて重要で

あり、研究員・教員が地域研究に力をいれること

のできる組織体制の整備と評価システムの確立が

課題といえるだろう。

　地域研究機関の大部分は、主体となる学部の教

員が研究員としてかかわるものであるが、学部の

つくりと研究機関の理念が必ずしも一致しないこ

とが、機関運営の問題のひとつにあげられる。地

域と研究上のかかわりを持つ、あるいは持とうと

する教員は学内の一部に限られ、結果としてその

教員に様々な業務が集中することもありうる。ま

た、学内の教員だけでは専門分野も限られるた

め、多様な地域ニーズに応えられないという問題

もある。学内外の研究者が研究機関の活動に積極

的に参加できるような動機づけと体制整備が課題

といえるだろう。さらに、外部機関との連携も必

要となってくる。しかしながら、現状はこれら機

関の連携はあまり活発ではない。地域研究機関の

ネットワークを形成するとともに、地域内外の研

究機関との交流強化が課題といえる。

�　地域研究推進のための地域システムの確立
　大学の地域研究機関には、産官学連携による地

域産業への貢献と、研究を通じた地域的諸課題へ

の知的貢献を実現することの二つの方向性がある

のはこれまでみてきたとおりであり、両者ともに

重要であることは言うまでもない。将来的に両者

は融合化の方向にあり、産学共同型の機関は地域

研究機能を充実させ、地域研究型の機関は産学共

同機能を強化する方向性が見出せる。文理融合・

産学連携による新しい研究分野へのチャレンジ

は、地域研究機関の重要な課題となっている。

　現在、産官学連携による技術開発・新産業創出

に注目が集まっているが、一方で、地域の資料収

集・蓄積や着実な地域研究の推進もまた地域研究

機関の重要な役割である。大学が本来担うべき基

礎的な研究課題や中長期的な研究課題への対応

は、大学の社会貢献にとって欠かすことのできな

い役割であり、かつ、地域研究機関のひとつの使

命であることを再認識すべきと考える。

　地方分権・地域間競争の時代は、産業創造や政

策立案において、“地域の研究力”が問われる時代

でもある。大学が自らの研究力を高めていくとと

もに、地域が大学を支援する仕組みを含めた新た

な地域システムの構築が求められている。
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Abstract

As the third role in a university following research and education, the “philanthropy” attracts
attention. In recent years, many of universities in Japan establish “the regional research institutions”
within the campus, and it is strengthening relation with the community. This paper is arranged based
on a questionnaire and hearing survey about these institutions’ contents of activity, the cooperation with
a community, and the support system of a community. And we examine subject and future course of
the regional research institutions mainly of a human sciences and a social sciences from a viewpoint of
the philanthropy of universities. The following points are pointed out as main subjects. (1) Although
“research on the subject of a community” and “industry-university cooperation” are these institutions'
main function, it is tended to unite both functions in the framework of philanthropy. A challenge in the
new field by the fusion of liberal arts and natural sciences, and industry-university cooperation is impor-
tant subject of these institutions. (2) In the time when “research power of a community” is made impor-
tant, while the university heightens its research power, construction of new regional systems is required,
and it should include the structure in which a community supports a university.
Key words: philanthropy of universities, industrial administrative and academic sectors cooperation,
regional research institution


